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既に納付の確定した当期分の残余財産の一部の分配又は引渡しに係る事業税額
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既に納付の確定した当期分の残余財産の一部の分配又は引渡しに係る地方法人特別税額
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の清算事業年度予納申告書

年400万円以下の
金　額
年400万円を超え年
800万円以下の金額
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当期において残余財産の一部
の分配又は引渡しをした日

所 得 割 に 係 る
地方法人特別税額
収 入 割 に 係 る
地方法人特別税額

所得金額 （法人税の明細書（別表４）の（3 5））

法人税法の規定によっ
て計算した法人税額
法人税法第 6 8 条　（同法第
1 4 4条を含む）　の規定によ
る 所 得 税 額 の 控 除 額
法人税法第 6 9 条 の規定に
よ る 外 国 法 人 税 の 額 の 控
除 額
当期中の残余財産の一部の分配又は
引渡しの額のうち清算所得に相当す
る部分の金額に係る法人税相当額

2 以上の道府県に事務所又は
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既に納付の確定した
当期分の均等割額
この申告により納付
すべき均等割額

この申告により納付すべ
き都民税額　　　⑮＋⑲

場
合
の
⑧
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

場
合
の
⑭
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

控除することができなかった
金額　㉙－㉚　

繰自主分非

令和令和 日から


